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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。  

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第33期は期中平均株価が新株引受権又

は新株予約権の行使価格より低く１株当たり当期純利益金額が希薄化しないため、記載を省略しておりま

す。第34期第３四半期連結累計期間及び第34期第３四半期連結会計期間は潜在株式は存在するものの１株

当たり四半期純損失であるため、記載を省略しております。 

回次 
第34期 

第３四半期連結
累計期間 

第34期 
第３四半期連結 

会計期間 
第33期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 52,793 16,614 77,311 

経常利益（百万円） 2,087 852 4,974 

四半期純損失（△）又は当期純利益（百万円） △39 △463 2,275 

純資産額（百万円） － 32,627 33,541 

総資産額（百万円） － 51,184 52,925 

１株当たり純資産額（円） － 992.43 1,021.61 

１株当たり四半期純損失金額（△） 

又は１株当たり当期純利益金額（円） 
△1.22 △14.23 69.83 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － － 

自己資本比率（％） － 63.2 62.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 7,195 － 5,458 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △5,473 － △2,546 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,853 － △653 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 12,880 13,153 

従業員数（人） － 2,281 2,201 

2009/02/13 10:46:1308529550/株式会社電通国際情報サービス/四半期報告書/2008-12-31



２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む営業内容に重要な変更はありません。 

 なお、当社グループの営業品目につきまして、第１四半期連結会計期間より、以下の通り区分を変更しておりま

す。 

（営業品目の内容） 

① コンサルティングサービス 

 業務プロセスの改革やITの活用に関するコンサルティングサービスを提供しております。具体的には、製造業

の製品設計開発プロセス改革に関するコンサルティング、製品開発における実験・解析分野のコンサルティン

グ、および内部統制システム構築に関するコンサルティングなどを手がけています。 

② 受託システム開発 

 顧客の業務にあわせたシステムの構築、および構築したシステムの保守サービスを提供しております。当社

は、多くの場合プライム・コントラクターとして直接顧客と取引しており、豊富な業界・業務知識をもとに、顧

客の視点に立脚したシステムの提案・構築を行っています。また、システムのライフ・サイクル（企画・設計・

開発・テスト・保守）すべてにわたってサービスを提供しております。 

③ ソフトウェア製品 

 自社独自開発又は他社との共同開発によりパッケージソフトウェアを製品化し、販売しております。また、必

要に応じて、機能追加のためのアドオン開発を提供しております。当社は積極的な研究開発の実施を通じて、市

場環境の変化や制度変更等に伴う顧客ニーズを先取したソフトウェア製品の開発に取り組んでいます。 

④ ソフトウェア商品 

 国内外のソフトウェア・ベンダーが開発した先進的なソフトウェアを販売しております。当社は、海外拠点を

含めた広範なリサーチにより得られるソフトウェアに関する最新情報をもとに、顧客ニーズを満たすソフトウェ

アを選択、提供いたします。また、ソフトウェア導入前の綿密な要件定義、機能追加のためのアドオン開発、導

入時のユーザ教育、導入後の運用・保守等の各種支援サービスをソフトウェアと併せて提供しております。 

⑤ アウトソーシング・運用保守サービス 

 当社はコンピュータ・センターを所有しており、同センターを基盤に、顧客システムの運用・保守・サポート

を24時間体制で提供しております。また、顧客の業務を受託するなどのアウトソーシング・サービスも提供して

おります。 

⑥ 情報機器販売・その他 

 当社が提供するITサービスに付随して必要となるハードウェア、ならびに受託システム開発やアドオン開発の

際に用いるデータベースソフトやミドルウェア等のソフトウェアの販売を行っています。特定ベンダーにとらわ

れない中立性を活かし、顧客にとって最適なハードウェアやソフトウェアを選定し提供しております。 

事業の種類 営業品目 主な内容 

情報サービス 

ITサービス 

コンサルティングサービス 業務系・IT系コンサルティングサービス 

受託システム開発 個別受託開発、保守 

ソフトウェア製品 
ソフトウェア製品の販売、導入支援、アドオン開

発、保守 

ソフトウェア商品 
ソフトウェア商品の販売、導入支援、アドオン開

発、保守 

アウトソーシング・運用保

守サービス 

業務システムの運用保守、その他業務受託等のアウ

トソーシングサービス 

情報機器販売・

その他 
情報機器販売・その他 

ハードウェア等の販売/保守、その他（マニュアル

販売、セミナー開催等） 
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３【関係会社の状況】 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員について記載しております。 

２ 臨時従業員については、その総数が従業員総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員について記載しております。 

２ 臨時従業員については、その総数が従業員総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,281   

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,117   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される情報システム及びそのソフトウェアの稼動時期は、期首及び第

３四半期会計期間期首からとなる場合が多いため、多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び第２四半期会計期

間末である９月にシステム開発の完了又はソフトウェアの出荷・納入が集中します。そのため、当社グループの売上

は３月及び９月に集中する傾向があり、当社グループの生産、受注及び販売実績は季節的変動があります。  

 なお、第１四半期連結会計期間より、営業品目の変更に伴い、受注生産品目の区分を「受託システム開発」「ソフ

トウェア製品アドオン開発」「ソフトウェア商品アドオン開発」に、販売品目の区分を「コンサルティングサービ

ス」「受託システム開発」「ソフトウェア製品」「ソフトウェア商品」「アウトソーシング・運用保守サービス」か

らなる「ITサービス」及び「情報機器販売・その他」に変更しております。  

(1) 生産実績 

 （注）１．ソフトウェア製品アドオン開発及びソフトウェア商品アドオン開発には導入支援が含まれております。 

２．金額は、販売価格に換算して表示しております。 

３．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 （注）１．ソフトウェア製品アドオン開発及びソフトウェア商品アドオン開発には導入支援が含まれております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

生産高(百万円) 

受託システム開発 5,783 

ソフトウェア製品アドオン開発  854 

ソフトウェア商品アドオン開発  1,975 

合計 8,612 

区分 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

受注高(百万円) 受注残高(百万円) 

受託システム開発 5,343 3,230 

ソフトウェア製品アドオン開発  1,571 1,625 

ソフトウェア商品アドオン開発  1,755 2,002 

合計 8,670 6,858 
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(3) 販売実績 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

区分 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

販売高(百万円) 

コンサルティングサービス 626 

受託システム開発 5,039 

ソフトウェア製品  1,961 

ソフトウェア商品  5,597 

アウトソーシング・運用保守サービス 1,169 

ITサービス 計 14,393 

情報機器販売・その他 2,220 

情報機器販売・その他 計 2,220 

合計 16,614 

相手先 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

金額(百万円) 割合(％) 

株式会社電通 1,891 11.4 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1)業績の状況  

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）におけるわが国経済は、金融市場の

世界的混乱が危機へと発展するなか、世界経済の下振れ懸念を背景に、輸出、生産、企業収益、雇用などの減少が進

み、景気が急速に悪化いたしました。 

 

 かかる状況の下、企業の情報化投資の抑制傾向が強まるなど、当社グループを取り巻く事業環境は一層厳しさが増

す状況となったものの、当社グループの連結売上高は、当社単体および上海現地法人等の売上高増加により、前年同

期を上回る16,614百万円（前年同期比108.2％）となりました。 

 

 連結売上総利益は、上記増収に加え、受託システム開発やアウトソーシング・運用保守サービス等の売上総利益率

の向上により、前年同期比増加いたしました。 

 

 一方、販売費及び一般管理費につきましては、前年同期を下回る水準に抑制を図りました。この結果、連結営業利

益は709百万円（前年同期は営業損失512百万円）、連結経常利益は852百万円（前年同期は経常損失465百万円）と前

年同期に比して大幅に改善いたしました。連結四半期純損益につきましては、子会社である株式会社ISIDテクノソリ

ューションズの減損に伴うのれんの一時償却を特別損失として計上したこと等により、純損失463百万円（前年同期

は純損失426百万円）と前年同期比減益となりました。 

  

 上記の結果、第３四半期累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）の連結売上高は、52,793百万

円（前年同期比104.8％）となりました。利益面につきましては、連結営業利益1,879百万円（前年同期比

308.5％）、連結経常利益2,087百万円（前年同期比265.2％）と、いずれも前年同期比大幅増益となりました。一

方、連結四半期純損益につきましては、純損失39百万円（前年同期は純損失31百万円）となりました。 

 

 当社グループのサービス品目別売上高の状況は以下のとおりです。 

  

コンサルティングサービス  626百万円（前年同期比115.5％） 

 コンサルティングサービスの連結売上高は、626百万円（前年同期比115.5％）となりました。主として、当社単

体ならびに子会社である株式会社エステックの製造業向け設計開発分野におけるコンサルティングが好調に推移し

たことで、前年同期比増収となりました。 

 上半期（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）においても、主として製造業向けに前年同期比増収で

あったことから、第３四半期累計期間の連結売上高は、2,508百万円（前年同期比109.4％）と前年同期比増収とな

りました。 

  

受託システム開発  5,039百万円（前年同期比152.2％） 

 受託システム開発の連結売上高は、5,039百万円（前年同期比152.2％）となりました。主として、当社単体にお

いて、サービス業向けに売上が減少したものの、金融業向けおよび流通その他業種向けに売上高が拡大し、前年同

期比増収となりました。 

 上半期は、ほぼ前年同期並みの売上高であったことから、第３四半期累計期間の連結売上高は、15,439百万円

（前年同期比111.2％）と前年同期比増収となりました。 

  

ソフトウェア製品  1,961百万円（前年同期比115.5％） 

 ソフトウェア製品の連結売上高は、1,961百万円（前年同期比115.5％）となりました。当社単体はほぼ前年同期

並みとなった一方、子会社である株式会社ブレイニーワークスにおいて売上高が拡大しました。 

 上半期においても、当社単体および株式会社ブレイニーワークスを中心に、前年同期比増収であったことから、

第３四半期累計期間の連結売上高は、6,341百万円（前年同期比112.3％）と前年同期比増収となりました。 
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ソフトウェア商品  5,597百万円（前年同期比89.3％） 

 ソフトウェア商品の連結売上高は、5,597百万円（前年同期比89.3％）となりました。当社単体が、主として金

融業向け売上高およびERPシステム構築の売上高が伸び悩んだことにより前年同期比減収となったことに加え、株

式会社ブレイニーワークスなど子会社においても売上高が伸び悩みました。 

 上半期においては、主に当社単体におけるERPシステム構築の売上高等の拡大により、前年同期比増収であった

ものの、第３四半期累計期間の連結売上高は、18,287百万円（前年同期比99.1％）と前年同期比減収となりまし

た。 

  

アウトソーシング・運用保守サービス  1,169百万円（前年同期比101.6％） 

 アウトソーシング・運用保守サービスの連結売上高は、1,169百万円（前年同期比101.6％）となりました。主と

して当社単体におきまして、製造業向け業務受託サービスが前年同期比拡大いたしました。 

 上半期においては、当社単体の製造業向け業務受託ならびにサービス業の主要顧客向け運用保守を中心に、前年

同期比増収であったことから、第３四半期累計期間の連結売上高は、4,331百万円（前年同期比117.7％）と前年同

期比増収となりました。 

  

情報機器販売・その他  2,220百万円（前年同期比93.2％） 

 情報機器販売・その他の連結売上高は、2,220百万円（前年同期比93.2％）となりました。主として当社単体に

おいて、ERPシステム構築等の減速に伴い、付随する情報機器販売が減少し、前年同期比減収となりました。 

 上半期においても、主として当社単体の金融業向けおよびサービス業向け売上高を中心に、前年同期比減収であ

ったことから、第３四半期累計期間の連結売上高は、5,885百万円（前年同期比91.8％）と前年同期比減収となり

ました。 

  

 なお、上記記述における前年同期比数値は、参考数値です。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半

期連結会計期間末と比較して1,425百万円減少し、12,880百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 たな卸資産の増加（△1,258百万円）、未払費用の減少（△1,144百万円）、前受金の減少（△1,011百万円）、仕

入債務の減少（△830百万円）や法人税等の支払（△593百万円）等があったものの、税金等調整前四半期純利益

（83百万円）の計上、売上債権の減少（3,077百万円）、前渡金の減少（567百万円）、預り金の増加（390百万円）

や減価償却費（688百万円）、のれん償却額（902百万円）の計上等があった結果、資金は962百万円の増加となりま

した。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 ソフトウエア等の無形固定資産の取得による支出（△657百万円）、貸付けによる支出（△399百万円）、定期預

金の預入による支出（△325百万円）や投資有価証券の取得による支出（△153百万円）等により、資金は1,565百万

円の減少となりました。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

リース債務の返済による支出（△355百万円）や配当金の支払額（△325百万円）により、資金は680百万円の減少

となりました。  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

(4)研究開発活動  

 当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、249百万円であります。 

 当社グループは、平成21年３月期から平成23年３月期までの３ヵ年の中期経営計画において、積極的な研究開発・

製品開発投資を実行する計画としております。 

 当第３四半期連結会計期間におきましては、製造業向け製品開発プロセス最適化システムの開発、人事管理システ

ムの機能強化開発、SAPグローバル会計テンプレートの開発等のソフトウェア製品開発を実施しております。また、

金融業向け市場系システム等をはじめとするソフトウェア調査や、さまざまな最新要素技術に関する研究を実施して

おります。 
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(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し  

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は、平成20年３月期有価証券報告書の「４．事業等のリスク」

に記載のとおりであり、重要な変更はありません。 

  

 当社は、平成23年３月期を計画最終年度とする３ヵ年の中期経営計画を推進中であり、当連結会計年度はその初年

度にあたります。中期経営計画のテーマを「Customer Business Innovator」と定め、顧客のビジネスを、顧客とと

もに革新することを目指してまいります。 

 

 中期経営計画の目標は、以下の３つであります。 

   １．顧客の進化を加速するソリューションの創出 

   ２．事業基盤の継続的進化 

   ３．平成23年３月期連結売上高88,000百万円、連結営業利益７％、ROE８％の達成 

 

 上記目標の達成のため、当社グループは積極的な研究開発投資を実行し、同業他社とは異なる独自のポジションを

築き、強いISIDグループの実現を目指してまいります。 

  なお、中期経営計画の詳細につきましては、平成20年３月期有価証券報告書の「３．対処すべき課題」をご参照

ください。 

(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析  

① 資産  

 当第３四半期連結会計期間末における資産の部は、主として受取手形及び売掛金の減少（△3,132百万円）、預

け金の減少（△2,518百万円）、前渡金の減少（△581百万円）や仕掛品の増加（1,230百万円）、有価証券の増加

（947百万円）及び現金及び預金の増加（341百万円）により流動資産が4,116百万円減少した一方、償却によるの

れんの減少（△902百万円）やソフトウエアの増加（407百万円）、貸付金の増加（299百万円）等により固定資産

が224百万円減少した結果、第２四半期連結会計期間末の55,525百万円から4,341百万円減少し、51,184百万円と

なりました。  

② 負債  

 当第３四半期連結会計期間末における負債の部は、主として未払費用の減少（△1,151百万円）、前受金の減少

（△1,044百万円）、支払手形及び買掛金の減少（△858百万円）、未払法人税等の減少（△590百万円）や預り金

の増加（390百万円）により流動負債が3,108百万円減少した一方、主としてリース債務の減少（△168百万円）に

より固定負債が163百万円減少した結果、第２四半期連結会計期間末の21,828百万円から3,271百万円減少し、

18,557百万円となりました。また、当第３四半期連結会計期間末においては、金融機関からの借入金等の有利子

負債はありません。  

③ 純資産  

 当第３四半期連結会計期間末における純資産の部は、主として四半期純損失の計上（△463百万円）と中間配当

金の支払（△325百万円）による利益剰余金の減少（△789百万円）及び為替・時価変動による評価・換算差額等

の減少（△281百万円）に伴い、第３四半期連結会計期間末の33,696百万円から1,069百万円減少し、32,627百万

円となりました。  

④ キャッシュ・フロー  

 当社グループの資金状況は、上記の「(2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり、営業活動において962

百万円の増加、投資活動において1,565百万円の減少、財務活動において680百万円の減少となりました。この結

果、当第３四半期連結会計期間末における資金は、第２四半期連結会計期間末14,306百万円より1,425百万円減少

し、12,880百万円となりました。  

(7)経営者の問題認識と今後の方針について  

 当社グループの経営陣は、顧客企業の情報化投資動向等、事業環境に関する入手可能な情報に基づき最善の経営

方針を立案するよう努めております。 

 当連結会計年度におきましては、特に第３四半期連結会計期間以降急速に景気が悪化しており、また長期化が懸

念される状況となっております。 

 当社グループを取り巻く事業環境につきましても、企業の情報化投資は抑制傾向が強まっており、これまで以上

に費用対効果が厳しく問われ、投資対象案件が選別される状況となっております。 

 当社グループといたしましては、顧客の経営課題を見極め、顧客の要求に応える、真に価値あるソリューション

を提供することに全力を傾注するとともに、将来に向けた投資も着実に実行し、成長と差別化を図ってまいりま

す。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在発行数には、平成21年２月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。 

（２）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権等 

(i) 当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を付与しております。 

 （注）１ 権利付与日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は、次の

算式により調整される。調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。ただし、平成13年５月15日開催の

当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株を1.1株に分割）については、かかる調整は行わないものとす

る。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 98,000,000 

計 98,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末現在 

発行数(株) 
（平成20年12月31日） 

提出日現在 
発行数(株) 

（平成21年２月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 32,591,240 32,591,240 
 東京証券取引所 

 市場第一部 

単元株式数は

100株であり

ます。 

計 32,591,240 32,591,240 ― ― 

株主総会の特別決議日（平成13年６月28日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）           50,000 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）            5,843 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
        平成15年７月１日から 

        平成23年６月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

        発行価額  5,843 (注)２ 

        資本組入額 2,922 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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２ 当社が株式の分割又は併合を行う場合には、発行価額は、次の算式により調整される。調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。ただし、平成13年５月15日開催の当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株

を1.1株に分割）については、かかる調整は行わないものとする。 

なお、平成14年５月15日開催の当社取締役会において、平成14年11月20日付をもって、当社普通株式１株に

つき２株の割合をもって株式の分割を行うに伴い、前述の算式により発行価額の調整を行い、平成14年10月

１日以降、調整後発行価額を5,843円とする。 

また、当社が時価を下回る払込金額で新株を発行する場合（転換社債の転換、新株引受権証券及び旧商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）、発行価額は次の算式により調整される。調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件 

(1) 新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

(2) 権利付与日以降、当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換もしくは株式移転を行

う場合又は会社分割を行う場合、その他今後の法律改正等によりこれらの場合に類して調整を必要とする

やむを得ない事由が生じた場合は、必要最小限かつ合理的な範囲で付与株式数、発行価額、行使期間その

他の条件の調整もしくは新株引受権行使の制限を行い、または、未行使の新株引受権を失効させることが

できるものとする。 

(3) 新株引受権を付与された者（以下「被付与者」という。）が死亡した場合、相続人が新株引受権を行使す

ることができる。また、被付与者は当社の取締役又は従業員の地位を喪失した場合にも新株引受権を行使

することができる。ただし、いずれの場合も下記(4)記載の「新株引受権付与契約」に定める条件によ

り、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等について制限されることがある。 

(4) 上記の他、新株引受権の喪失事由、新株引受権の行使の条件その他の細目については、平成13年６月28日

開催の第26回定時株主総会決議及び当社取締役会決議に基づき、当社と権利付与者との間で締結する「新

株引受権付与契約」（平成13年９月６日）に定めるところによる。 

(ⅱ) 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を発行しております。 

調整後発行価額＝ 調整前発行価額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額＝調整前発行価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会の特別決議日（平成14年６月25日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） 600 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）           60,000 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）       １株当たり1,700 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
       平成16年６月26日から 

       平成24年６月25日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

        発行価格 1,700 

        資本組入額 850 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  
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 （注）１ 新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とする。なお、新株予約権を発行する日（以下「発行

日」という。）以降、当社が株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し

（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使

または消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。当該調整後付与株式数を適用する日について

は、２. (2) ①の規定を準用する。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数

を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていな

い新株予約権の総数を乗じた数とする。 

また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に公告または通

知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やかに

公告または通知するものとする。 

２ 新株予約権の発行日以降、次の(1)の①または②の事由が生ずる場合、払込金額（以下「払込価額」とい

う。）は、それぞれ次に定める算式（以下「払込価額調整式」という。）により、調整されるものとし、調

整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

(1) ① 当社普通株式の分割または併合が行われる場合 

② 当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使、

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）を行う場合 

ａ 払込価額調整式に使用する「新規発行前の１株当たりの時価」は、下記（2）に定める「調整後払

込価額を適用する日」（以下「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値

（終値のない日を除く。）とする。なお、「平均値」は、円単位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を四捨五入する。 

ｂ 払込価額調整式に使用する「既発行株式数」は、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は

適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有

している当社普通株式の総数を控除した数とする。 

ｃ 自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払

込金額」を「１株当たり譲渡金額」に、「新規発行前の１株当たりの時価」を「自己株式処分前の

１株当たりの時価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

(2) 調整後払込価額を適用する日は、次に定めるところによる。 

① 上記（1）①に従い調整を行う場合の調整後払込価額は、株式分割の場合は、株主割当日の翌日以

降、株式併合の場合は、旧商法第215条第１項に規定する一定の期間満了の日の翌日以降、これを適

用する。ただし、配当可能利益の資本組入れに関する議案が当社定時株主総会において承認されるこ

とを条件として株式の分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための

株主割当日とする場合は、調整後払込価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用す

る。 

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに新株予約権を行使した（係る新株予約権の行使により発行または移転される株式の数

を、以下「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、次に定める算式により算出され

る株式数につき、当社普通株式を新規発行する。この場合に１株未満の端数を生ずるときは、これを

切り捨てるものとする。 

② 上記（1）②に従い調整を行う場合の調整後払込価額は、払込期日の翌日以降（株主割当日がある場

合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

新規発行株式数 ＝ 
(調整前払込価額－調整後払込価額)×分割前行使株式数 

調整後払込価額 
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(3) 上記（1）①及び②に定める場合の他、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込価額

の調整を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理

的な範囲で払込価額を調整するものとする。 

(4) 払込価額の調整を行うときは、当社は調整後払込価額を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約

権者に公告または通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場

合には、以後速やかに公告または通知するものとする。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

（６）【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 平成20年12月31日現在

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権数に係る議決権の数25個は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が40株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 平成20年12月31日現在

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日  
－ 32,591,240 － 8,180 － 15,285 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 7,600 
－  単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,536,300 325,338 同上 

単元未満株式 普通株式 47,340 － － 

発行済株式総数 32,591,240 － － 

総株主の議決権 － 325,338 － 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数(株) 

他人名義 

所有株式数(株) 

所有株式数の 

合計(株) 

発行済株式総数 

に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 

株式会社電通国際

情報サービス 

東京都港区港南 

2-17-1 
7,600 －  7,600 0.0 

計 － 7,600 － 7,600 0.0 
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２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 923 975 893 862 860 822 700 650 640 

最低（円） 778 807 807 794 781 661 485 552 517 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,845 2,210

受取手形及び売掛金 10,319 18,813

有価証券 997 50

商品 158 40

仕掛品 3,249 2,279

貯蔵品 13 12

前渡金 4,194 3,767

預け金 9,284 10,943

その他 1,678 1,979

貸倒引当金 △24 △24

流動資産合計 32,718 40,070

固定資産   

有形固定資産 ※1  5,539 ※1  1,247

無形固定資産   

のれん 1,106 2,316

その他 5,232 3,141

無形固定資産合計 6,339 5,458

投資その他の資産   

投資その他の資産 6,593 6,149

貸倒引当金 △5 △1

投資その他の資産合計 6,588 6,148

固定資産合計 18,466 12,854

資産合計 51,184 52,925

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,036 7,323

未払法人税等 139 2,078

前受金 6,335 4,779

その他 5,079 4,982

流動負債合計 16,590 19,164

固定負債   

退職給付引当金 102 97

役員退職慰労引当金 63 63

その他 1,800 58

固定負債合計 1,967 219

負債合計 18,557 19,384

2009/02/14 11:39:3208529550_株式会社電通国際情報サービス_第３四半期報告書



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,180 8,180

資本剰余金 15,285 15,285

利益剰余金 9,248 9,939

自己株式 △28 △28

株主資本合計 32,686 33,377

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 66 88

繰延ヘッジ損益 △45 △20

為替換算調整勘定 △370 △157

評価・換算差額等合計 △349 △89

少数株主持分 290 253

純資産合計 32,627 33,541

負債純資産合計 51,184 52,925
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 52,793

売上原価 36,624

売上総利益 16,168

販売費及び一般管理費 ※1  14,289

営業利益 1,879

営業外収益  

受取利息 84

受取配当金 29

持分法による投資利益 19

為替差益 108

雑収入 50

営業外収益合計 293

営業外費用  

支払利息 57

投資事業組合運用損 19

雑損失 7

営業外費用合計 84

経常利益 2,087

特別利益  

投資有価証券売却益 4

特別利益合計 4

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産除却損 9

投資有価証券評価損 25

のれん一時償却 ※3  748

関係会社事業損失 ※4  104

ソフトウエア評価損 ※5  45

リース会計基準の適用に伴う影響額 50

特別退職金 1

その他 0

特別損失合計 986

税金等調整前四半期純利益 1,105

法人税、住民税及び事業税 ※6  681

法人税等調整額 ※6  427

法人税等合計 1,108

少数株主利益 36

四半期純損失（△） △39
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 16,614

売上原価 11,361

売上総利益 5,252

販売費及び一般管理費 ※1  4,543

営業利益 709

営業外収益  

受取利息 28

受取配当金 0

持分法による投資利益 4

為替差益 117

雑収入 12

営業外収益合計 165

営業外費用  

支払利息 18

投資事業組合運用損 1

雑損失 2

営業外費用合計 21

経常利益 852

特別利益  

投資有価証券売却益 4

特別利益合計 4

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産除却損 3

投資有価証券評価損 20

のれん一時償却 ※3  748

特別退職金 0

特別損失合計 773

税金等調整前四半期純利益 83

法人税、住民税及び事業税 ※4  57

法人税等調整額 ※4  490

法人税等合計 547

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △463
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,105

減価償却費 2,364

のれん償却額 1,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4

受取利息及び受取配当金 △114

支払利息 57

持分法による投資損益（△は益） △9

関係会社事業損失 104

固定資産除却損 9

ソフトウエア評価損 45

リース会計基準の適用に伴う影響額 50

投資有価証券売却損益（△は益） △4

投資有価証券評価損益（△は益） 25

売上債権の増減額（△は増加） 8,465

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,095

前渡金の増減額（△は増加） △438

仕入債務の増減額（△は減少） △2,272

未払費用の増減額（△は減少） △1,361

前受金の増減額（△は減少） 1,577

未払消費税等の増減額（△は減少） △349

その他 319

小計 9,700

利息及び配当金の受取額 112

利息の支払額 △57

法人税等の支払額 △2,559

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,195

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △325

有価証券の償還による収入 50

有形固定資産の取得による支出 △2,210

無形固定資産の取得による支出 △2,501

投資有価証券の取得による支出 △160

投資有価証券の売却による収入 8

貸付けによる支出 △403

貸付金の回収による収入 2

敷金及び保証金の差入による支出 △13

敷金及び保証金の回収による収入 101

その他 △19
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,473

財務活動によるキャッシュ・フロー  

リース債務の返済による支出 △1,201

配当金の支払額 △651

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,853

現金及び現金同等物に係る換算差額 △141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △272

現金及び現金同等物の期首残高 13,153

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  12,880
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更 

 たな卸資産 

 たな卸資産については、従来、主とし

て個別法による原価法によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号 平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、主として個別法

による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。 

 これによる損益への影響はありませ

ん。 

 (2)「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用  

 第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用

しております。  

 これによる損益への影響はありませ

ん。  
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【簡便な会計処理】 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

   該当事項はありません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

   (3)リース取引に関する会計基準の適用  

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所

有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

 これによる当第３四半期連結累計期間

の影響額は以下のとおりです。 

流動資産  156百万円増加

有形固定資産  2,268百万円増加

無形固定資産    581百万円増加

流動負債  1,294百万円増加

固定負債  1,745百万円増加

営業利益    54百万円増加

経常利益     2百万円減少

税金等調整前 

四半期純利益  
   52百万円減少

営業活動による 

キャッシュ・フロー
1,201百万円増加

財務活動による 

キャッシュ・フロー
1,201百万円減少
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額      5,404百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,499百万円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。  

従業員給与        4,311百万円

２ 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される

情報システム及びそのソフトウエアの稼動時期は、期

首及び第３四半期会計期間期首からとなる場合が多い

ため、多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び

第２四半期会計期間末である９月にシステム開発の完

了又はソフトウエアの出荷・納入が集中します。その

ため、当社グループの売上は３月及び９月に集中する

傾向があり、当社グループの売上高は季節的変動があ

ります。  

※３ のれん一時償却は、当第３四半期連結累計期間の

当社の個別財務諸表において、関係会社株式の減損処

理を行ったことによるものであります。 

※４ 関係会社事業損失は、子会社における事業の再編

等に伴う費用であります。 

※５ ソフトウエア評価損は、当第３四半期連結累計期

間において販売開始時の総見込販売収益を見直した結

果、総見込販売収益の著しい減少が見込まれたため、

当該ソフトウエアの経済価値の減少部分を一時の損失

として計上したものであります。  

※６ 第３四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及

び事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定

しているプログラム等準備金の取崩しを前提として、

当第３四半期連結累計期間に係る金額を計算しており

ます。  
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。  

従業員給与        1,422百万円

２ 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される

情報システム及びそのソフトウエアの稼動時期は、期

首及び第３四半期会計期間期首からとなる場合が多い

ため、多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び

第２四半期会計期間末である９月にシステム開発の完

了又はソフトウエアの出荷・納入が集中します。その

ため、当社グループの売上は３月及び９月に集中する

傾向があり、当社グループの売上高は季節的変動があ

ります。  

※３ のれん一時償却は、当第３四半期連結会計期間の

当社の個別財務諸表において、関係会社株式の減損処

理を行ったことによるものであります。 

※４ 第３四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及

び事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定

しているプログラム等準備金の取崩しを前提として、

当第３四半期連結会計期間に係る金額を計算しており

ます。  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金       2,845百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金  
     △247百万円

有価証券       997百万円

預け金       9,284百万円

現金及び現金同等物      12,880百万円
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

  配当金支払額  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）において、当社グループは、コンサルティングサービス、受

託システム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、アウトソーシング・運用保守サービス、情報機器の販売等の

情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）において、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合

が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外

売上高の記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）において、その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営

において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありませ

ん。  

（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）において、対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、

事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

はありません。  

（ストック・オプション等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

普通株式 32,591千株

普通株式 7千株

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 325  10.00 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金 

平成20年11月11日 

取締役会 
普通株式 325  10.00 平成20年９月30日 平成20年12月10日 利益剰余金 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

       当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

     該当事項はありません。 

 

２【その他】 

第34期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）中間配当については、平成20年11月11日開催の取締役

会において、平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次の通り中

間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                325百万円 

② １株あたりの中間配当金             10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成20年12月10日 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額          992円43銭  １株当たり純資産額 1,021円61銭  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額     １円22銭  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額     14円23銭  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純損失（△）（百万円） △39 △463 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △39 △463 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,583 32,583 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

─────  ─────  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年２月４日

株式会社電通国際情報サービス 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 木村 研一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電通国

際情報サービスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電通国際情報サービス及び連結子会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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